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審 査 の 結 果

１．令和４年度一般会計及び特別会計決算、その他関係書類は、審査した限りにおいて法令に

適合し、かつ正確であると認められた。

２．各会計の歳入歳出の執行、収入支出の事務処理及び財産の管理については、おおむね適正

になされていると認められた。

決 算 の 概 要

１．各会計の総括（別紙資料編：別表１－３参照）

令和４年度の各会計決算の総括は、次表のとおりである。

歳入決算額23,212,525,668円、歳出決算額22,643,918,403円で歳入歳出差引額

568,607,265円となり、前年度を18,729,194円上回る額である。翌年度に繰越すべき財源は

275,084,841円で実質収支額293,522,424円の黒字となっている。

歳入決算額は、調定額に対し、収入率98.1％で23,212,525,668円が収入済額となっている。

また歳出決算額は、予算現額に対し、執行率93.6％で22,643,918,403円が支出済額であり、

翌年度への繰越額は1,017,903,434円、不用額は520,306,686円となっている。
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２．一般会計（別紙資料編：別表１－１・別表２参照）

執行状況は、次表のとおりである。

各区分を前年度と比較すると調定額は、70,444,324円（△0.4％）、収入済額も

137,727,937円（△0.8％）の減となっている。

また不納欠損額は23,842,263円（△73.1％）の減、収入未済額は90,605,387円（33.0％）

の増となっている。

決算収支について歳入歳出差引額（形式収支額）は479,795,094円で、これから翌年度へ

繰越された事業に充当すべき財源229,626,949円を控除した実質収支額は、250,168,145円と

なっている。この実質収支額から前年度の実質収支額を控除した単年度収支額は、

△21,832,394円であり、積立額950,986,623円を加え、積立金取崩し額152,019,000円を控除

した、実質単年度収支額は、777,135,229円の黒字となっている。
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（１）歳 入（別紙資料編：別表３参照）

財源別状況は、次表のとおりである。

自主財源は、1,135,425,643円（19.3％）の増となっている。主な理由は、財産収入

4,586,833円（△18.0％）は減となっているが、寄附金261,463,565円（92.1％）、繰入金

247,355,137円（111.6％）、諸収入203,904,276円（35.2％）等の増によるものである。

また依存財源は、1,273,153,580円（△10.5％）の減となっている。主な理由は、町債

362,500,000円（△48.2％）、国庫支出1,176,243,537円（△21.9％）等の減によるもので

ある。

（２）歳 出（別紙資料編：別表１-１・別表２・別表３・別表７・別表８・別表９参照）

執行状況は、次表のとおりである。

支出済額は、253,614,508円（△1.4％）の減、予算執行率は、△2.4ポイント減少してい

る。翌年度繰越額は、377,305,119円（63.4％）、不用額は69,449,052円（19.1％）共に増

加している。

次に、款別の支出済額で主なものは、民生費8,172,992,241円（構成比47.1％）、総務費

2,574,592,044円（構成比14.8％）、教育費2,108,218,909円（構成比12.2％）、衛生費

1,265,200,570円（構成比7.3％）となっている。

なお増加した主なものは、教育費388,393,928円（22.6％）、土木費115,743,190円（13.6％）、

商工費100,480,923円（31.0％）であり、減少した主なものは、民生費587,593,841円

（△6.7％）、衛生費214,785,706円（△14.5％）、議会費4,990,854円（△4.3％）となって

いる。
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消費的経費のうち人件費が町税及び歳出決算額に占める割合は、次表のとおりである。

人件費が町税に占める割合は、0.3ポイント増、歳出決算額に占める割合は、0.8ポイント増

加している。
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３．特別会計

（１）国民健康保険

（別紙資料編：別表１－１・別表10・別表11・別表11－２・別表11－３参照）

決算状況は、次表のとおりである。

歳入歳出決算状況は、予算現額4,356,704,000円に対し、収入済額4,300,158,051円（調定

に対する収入率98.2％）、支出済額4,268,555,780円（執行率98.0%）で前年度と比較し、収

入済額で9,379,651円（△0.2％）減となり、支出済額で3,781,977円（0.1％）増となってい

る。

決算収支について、実質収支額は、31,602,271円の黒字となっている。

決算額の前年度と比較した主な増減状況をみると、歳入では繰入金が96,742,034円

（21.9％）、国民健康保険税20,402,765円（2.9％）等で増となっているが、県支出金

118,391,323円（△3.8％）等の減となり、歳入総額は9,379,651円（△0.2％）の減となって

いる。

歳出では、保険給付費78,982,828円（△2.7％）減となっているが、国民健康保険事業費

納付金53,802,536円（4.6％）、総務費16,187,207円（12.6％）等で増となり、歳出総額で

は、3,781,977円（0.1％）の増となっている。

なお実質収支の黒字については、一般会計より191,259,000円繰入したことによる黒字と

なっている。
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(２）土地区画整理事業（別紙資料編：別表１－２・別表12）

決算状況は、次表のとおりである。

歳入歳出決算額は、予算現額727,175,100円に対し、収入済額734,972,928円（調定に対す

る収入率100.0％）、支出済額679,105,862円（執行率93.4％）で、前年度と比較し収入済額

は、28,813,322円（4.1％）の増、支出済額も113,440,051円（20.1％）の増となっている。

決算収支について、実質収支額は、10,409,174円の黒字となっている。

決算額の前年度と比較した主な増減状況をみると、歳入では、繰入金124,684,000円

（△25.3％）、保留地処分金31,324,907円（△44.0％）等の減となっているが、繰越金

102,717,813円（271.9％）、県支出金72,123,000円（82.4％）等の増により、歳入総額

28,813,322円（4.1％）の増となっている。

歳出では、基金積立金39,178,242円（△55.0％）、公債費5,681,666円（△3.1％）の

減はあるが、土地区画整理事業費152,201,023円（53.5％）、総務費98,936円（0.8％）が増

となり、歳出総額113,440,051円（20.1％）の増となっている。
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(３）後期高齢者医療（別紙資料編：別表１－２・別表13参照）

決算状況は、次表のとおりである。

歳入歳出決算額は、予算現額358,458,000円に対し、収入済額357,668,976円（調定に対す

る収入率99.3％）、支出済額356,326,142円（執行率99.4％）で前年度と比較し収入済額が

27,703,247円（8.4％）の増、支出済額が27,072,267円（8.2％）の増となっている。

決算収支について、実質収支額は、1,342,834円の黒字となっている。

決算額の前年度と比較した主な増減状況をみると、歳入では、繰越金1,234,837円

（△63.4％）の減はあるが、後期高齢者医療保険料28,061,796円（11.1％）等の増があり、

歳入総額27,703,247円（8.4％）の増となっている。

歳出では、総務費1,335,949円（△11.1％）、諸支出274,823円（△55.2％）の減はあるが、

後期高齢者医療広域連合納付金28,683,039円（9.1％）の増により、歳出総額27,072,267円

（8.2％）の増となっている。
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４．財産に関する調書

（１）土地及び建物

令和４年度末における土地の面積は、581,694㎡（行政財産564,806㎡、普通財産16,888㎡）

で、前年度末と比較した増減状況をみると、公共用財産で津嘉山公園12,275㎡の増となって

いる。

また建物の面積は、85,544㎡（行政財産82,937㎡、普通財産2,607㎡）で、前年度末と比

較し増減はない。

（２）基 金

一般会計においては、積立額1,212,982,019円（前年度積立額1,235,893,887円）で、取崩

し額が421,090,000円（前年度取崩し額171,385,000円）になり、令和４年度末現在高が

3,298,221,564円（前年度末現在高2,506,329,564円）となっている。また国民健康保険特別

会計の国民健康保険給付準備基金は、積立額1円(前年度積立額1円)、取崩しは前年度同様

なく、令和４年度末現在高95,914円（前年度末現在高95,913円）、土地区画整理事業特別会

計の土地区画整理事業基金は、積立額32,002,293円（前年度積立額71,180,535円）、取崩し

額145,000,000円（前年度取崩し額259,052,000円）で令和４年度末現在高77,967,273円

（前年度末現在高190,964,980円）となっている。

（３）有価証券

有価証券は、沖縄電力株式会社 他５社の株券を引続き保有しており、令和４年度末現在

高は、20,914,000円となっている。

（４）物 品

（ア）備 品

取得価格が100万円以上の備品は、令和４年度末現在99点（一般会計99点）で、前年度末

現在96点（一般会計96点）と比較し一般会計３点増加している。

（イ）公用車

令和４年度末現在高60台（一般会計60台）で、前年度末現在高60台（一般会計60台）と

なっている。

（５）出資・出捐金による権利

令和４年度末における出資･出捐金団体は、沖縄県建設技術センター他19団体である。現

在高は73,485,741円で前年度からの増減はない。


